

事業収支見積書(初年度)
	項　　目
	平成×０年１０月1日
～平成×１年３月３１日
	備　　考

	収
入
	信書便事業収入
貨物自動車運送事業収入
倉庫事業収入
その他収入
合　　計
	４，８５３千円
２６，０００千円
１１，５００千円
１３０千円
４２，４８３千円
	各項目の算出根拠は別紙のとおり


	支
出
	信書便事業支出
　人件費
　経費

　業務委託費

　減価償却費

　その他
　租税公課
貨物自動車運送事業支出
倉庫事業支出
支払利息
その他支出
法人税及び住民税　　　　　　　　　
　合　　計
	３，０９３千円　　　　　　　
２，０４５千円　　
９２０千円
０千円

７２千円
０千円

５６千円
２１，９７１千円
１０，８５７千円
１００千円
２００千円
１，８７７千円
３８，０９８千円
	

	差　引　利　益
	４，３８５千円　　
	


別紙

収支算出根拠（初年度）

　　　　　　収　入

信書便事業収入＝４，８５３千円
信書便事業収入は、各役務別利用見込通数×各役務別料金として算出しました。

１　各役務別利用見込通数の算出

(1) 1か月当たりの信書便の利用見込通数

　　　 既存顧客６０社に対し、当社が指定する提供区域内において１号役務では通常送達、３号役務では高付加価値送達（高セキュリティ便）を実施した場合の利用見込みについてヒアリングを実施したところ、1か月当たりの利用見込通数は次表のとおりとなりました。

	利用見込通数
	1号役務
	3号役務

	
	社数
	利用見込み
	社数
	利用見込み

	利用なし（0通）
	42社
	0通
	56社
	0通

	月に10通程度
	0社
	0通
	0社
	0通

	月に20通程度
	15社
	300通
	2社
	40通

	月に30通程度
	0社
	0通
	0社
	0通

	月に40通程度
	3社
	120通
	2社
	80通

	合　　　　計
	60社
	420通
	60
	120通


２　信書便事業収入月額の算出

役務別の利用見込通数に各役務の料金（１号役務単価１，４００円、３号役務単価１，８４０円※）を乗じて信書便事業収入月額を算出しました。
　※　1号役務は提供区域内一律1,400円、3号役務は1号役務の料金に高セキュリティ料440円を加えた1,840円でサービスを提供する予定です。
１号役務料金収入＝４２０通／月×１，４００円／通＝５８８，０００円／月
３号役務料金収入＝１２０通／月×１，８４０円／通＝２２０，８００円／月
　　信書便事業収入　＝　　　　　　　　　　　　　　　　８０８，８００円／月
　　初年度の信書便事業収入は６ヶ月分を計上しました。
　　８０８，８００円／月×６ヶ月＝４，８５２，８００円
貨物自動車運送事業収入＝２６，０００千円
　平成△９年度と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
　５２，０００，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝２６，０００，０００円
倉庫事業収入＝１１，５００千円
　平成△９年度と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。

　２３，０００，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝１１，５００，０００円
その他収入＝１３０千円
　平成△９年度の営業外収益（受取利息、受取配当金及び雑益）と同額２６０，０００円を見込み、その６ヶ月分を計上しました。

　２６０，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝１３０，０００円
　　　　　　信書便事業支出

信書便事業支出（人件費）＝２，０４５千円
人件費は、事務部門従業者と作業部門従業者の別に人件費月額を算出して、その６ヶ月分を計上しました。

１　事務部門従業者に係る人件費月額
　　事務部門の従業者は全事業を兼務するため、事務部門従業者に係る人件費月額に全事業収入に対する信書便事業収入の比率１１．５％を乗じて算出しました。
 (信書便事業収入比率＝4,852,800円÷(4,852,800円+26,000,000円+11,500,000円)=11.5％)
　
事務部門従業者に係る１人当たりの人件費月額及び従事者数
	項　　　　目
	月額（１人当たり）
	従事者数

	役　員
	役員報酬
	３００，０００円
	２人

	
	法定福利費
	４０，０００円
	

	合　　計
	３４０，０００円
	

	従業員
	給与手当
	２００，０００円
	１人

	
	賞与（1/12ヶ月分）
	６７，０００円
	

	
	法定福利費
	３６，０００円
	

	
	福利厚生費
	５，３００円
	

	合　　計
	３０８，３００円
	


　　
（３４０，０００円／月×２人＋３０８，３００円／月×１人）
×１１．５％＝１１３，６５５円／月
　　
２　作業部門従業者に係る人件費月額
　　作業部門の従業者は、貨物自動車運送事業と信書便事業を兼務するため、作業部門従業者に係る人件費月額に信書便物取扱比率（個別）１６．９％を乗じて算出しました。
　　  信書便物取扱比率(個別／配送員１人当たりの信書便物の取扱比率)

　　　当社の１月当たりの貨物運送実績と信書便物利用見込通数の合計5,315通を当社の配送員５名で除して配送員１人当たりの取扱物数を1,063通と見込み、信書便事業兼務者は1,063通のうち信書便物を180通（540通÷３人）配達するものとして次のとおり算出しました。
信書便物取扱比率（個別）＝180通／月（信書便物利用見込通数）
÷(180通/月（信書便物利用見込通数）+883個/月(貨物運送実績))=16.9％
作業部門従業者に係る１人当たりの人件費月額

	項　　　　目
	月額（１人当たり）
	従事者数

	役　員
	役員報酬
	３００，０００円
	１人



	
	法定福利費
	４０，０００円
	

	合　　計
	３４０，０００円
	

	従業員
	給与手当
	２２０，０００円
	３人



	
	賞与（1/12ヶ月分）
	７０，０００円
	

	
	法定福利費
	３９，０００円
	

	
	福利厚生費
	５，８００円
	

	合　　計
	３３４，８００円
	


　　　（３４０，０００円／月×１人＋３３４，８００円／月×３人）
　　　　×１６．９％＝２２７，２０４円／月
３　信書便事業に係る人件費の算出

　　前記１及び２で算出した事務部門及び作業部門に係る人件費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出しました。

　　（１１３，６５５円／月＋２２７，２０４円／月）×６ヶ月
　　　＝２，０４５，１５４円
信書便事業支出（経費）＝９２０千円
経費は、営業原価と販売費及び一般管理費の別に経費月額を算出して、その６ヶ月分を計上しました。

１　営業原価月額
(1) 配送車両に係る経費

当社保有の配送車両５台のうち３台は、貨物運送事業と共用するため、共用車両の使用により発生する経費に信書便物取扱比率（個別）１６．９％を乗じて算出しました。

配送車両に係る経費＝４９，２６５円／月（算出根拠は次表のとおり。）

	科　目
	費用（1ヶ月分）

①
	台数

②
	割合

③
	1 ②×③

	燃料費
	４０，０００円
	３
	16.9%
	２０，２８０円

	油脂費
	２，０００円
	
	
	１，０１４円

	修繕費
	５０，０００円
	
	
	２５，３５０円

	車両リース料
	０円
	
	
	０円

	自賠責保険料
	９７０円
	
	
	４９２円

	任意保険料
	４，２００円
	
	
	２，１２９円

	地代家賃（駐車料金）
	０円
	
	
	０円

	合　　　　　　計
	４９，２６５円


　　注：車両１台当たりに係る燃料費、油脂費等の費用は、当社実績を基に見込みました。
(2) その他の経費（人件費、減価償却費及び租税公課を除く。）
貨物自動車運送事業の営業原価のうち信書便事業に関連する経費について信書便物取扱比率（全体）１０．２％を乗じて算出しました。

　　  信書便物取扱比率(全体／会社全体で取り扱う信書便物及び貨物の合計通数に対する信書便物の取扱比率)

　　　信書便物利用見込通数540通／月を当社の１月当たりの貨物運送実績と信書便物利用見込通数の合計5,315通／月で除して、会社全体で取り扱う信書便物及び貨物の合計通数に対する信書便物の取扱比率を算出しました。
　信書便物取扱比率（全体）＝540通／月（信書便物利用見込通数）
　÷（540通／月（信書便物利用見込通数）＋4,775個／月（貨物運送実績））＝10.2％
その他営業原価＝３７，８４２円／月（算出根拠は次表のとおり。）

	科　目
	費用（1ヶ月分）

1 
	割合

2 
	1 × ②

	旅費交通費
	７５，０００円
	
	７，６５０円

	被服費
	１２，５００円
	
	１，２７５円

	水道光熱費
	１７，５００円
	
	１，７８５円

	通信費
	５０，０００円
	
	５，１００円

	消耗備品費
	８０，０００円
	10.2%
	８，１６０円

	損害保険料
	１０，０００円
	
	１，０２０円

	地代家賃
	１００，０００円
	
	１０，２００円

	会費
	６，０００円
	
	６１２円

	雑費
	２０，０００円
	
	２，０４０円

	合　　　　　　計
	
	３７，８４２円


注：各科目の費用は、平成△９年度の営業原価明細（貨物自動車運送事業）の額を１２ヶ月で除した額を見込みました。
営業原価月額（信書便事業分）
＝（４９，２６５円／月＋３７，８４２円／月）＝８７，１０７円／月
２　販売費及び一般管理費月額
平成△９年度で計上した販売費及び一般管理費（１ヶ月分）から人件費、減価償却費及び租税公課月額を控除した額に信書便事業収入比率１１．５％を乗じて算出しました。
	科　目
	経費（1ヶ月分）

	販売費及び一般管理費
	１，６５４，３００円

	人件費
	▲９８８，３００円

	減価償却費
	▲６０，０００円

	租税公課
	▲３０，０００円

	合　　　　　　計
	５７６，０００円

	再掲（地代家賃）
	（２５０，０００円）

	再掲（賃借料）
	（１００，０００円）


販売費及び一般管理費月額（信書便事業分）
＝５７６，０００円／月×１１．５％＝６６，２４０円／月
３　信書便事業に係る経費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る営業原価月額及び販売費及び一般管理費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。

　　（８７，１０７円／月＋６６，２４０円／月）×６ヶ月

　　　＝９２０，０８２円
信書便事業支出（減価償却費）＝７２千円
減価償却費は、車両に係る減価償却費と車両以外の減価償却費の別に減価償却費月額を算出して、その６ヶ月分を計上しました。

１　車両に係る減価償却費月額
　信書便事業で使用する車両３台の減価償却費月額に信書便物取扱比率（個別）１６．９％を乗じて算出しました。
	償却資産
	取得価格
	償却期間
	減価償却額

（月額）

	車両（償却済み）
	７２０，０００円
	４
	０円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	合　　　　　　計
	
	３０，０００円


車両に係る減価償却費月額
＝３０，０００円／月×１６．９％＝５，０７０円／月
２　車両以外の減価償却費月額
　　販売費及び一般管理費で計上した減価償却費月額６０，０００円と同額を見込み、その額に信書便事業収入比率１１．５％を乗じて算出しました。

６０，０００円／月×１１．５％＝６，９００円／月
３　信書便事業に係る減価償却費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の減価償却費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出しました。

　　（５，０７０円／月＋６，９００円／月）×６ヶ月＝７１，８２０円
信書便事業支出（租税公課）＝５６千円
租税公課は、車両に係る租税公課と車両以外の租税公課の別に月額を算出して、その６ヶ月分に登録免許税を加えた額を計上しました。

１　車両に係る租税公課月額
　信書便事業で使用する車両の租税公課月額５，０７０円に信書便物取扱比率（個別）１６．９％を乗じて算出しました。

	税金の種類
	税額（月額）①
	台数②
	①×②

	自動車取得税
	１，８００円
	２
	３，６００円

	自動車重量税
	２１７円
	３
	６５１円

	自動車税
	２５０円
	３
	７５０円

	合　　　　　　計
	
	５，００１円


　

車両に係る租税公課月額
＝５，００１円／月×１６．９％＝８４５円／月
２　車両以外の租税公課月額
　　販売費及び一般管理費で計上した租税公課月額と同額（３０，０００円）を見込み、その額に信書便事業収入比率１１．５％を乗じて算出しました。

３０，０００円／月×１１．５％＝３，４５０円／月
３　登録免許税　３０，０００円
４　信書便事業に係る租税公課の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の租税公課月額の合計額に６ヶ月を乗じた額に登録免許税を加えた額とする。

　　租税公課＝（８４５円／月＋３，４５０円／月）×６ヶ月＋３０，０００円
＝５５，７７０円
　　　　　　貨物運送事業支出等
貨物運送事業支出＝２１，９７１千円
貨物運送事業支出は、営業原価（貨物自動車運送事業）月額及び販売費及び一般管理費月額の別に算出して、その６ヶ月分を計上しました。
１　営業原価月額（貨物自動車運送事業）
　　営業原価（貨物自動車運送事業分）は貨物自動車運送事業及び信書便事業に係る経費であるため、平成△９年度の営業原価月額から信書便事業で見込んだ営業原価月額を控除して算出しました。
	科　目
	金額（月額）

	営業原価（貨物自動車運送事業）
	２，９６７，５００円

	信書便事業
	作業部門人件費
	２２７，２０４円

	
	経費（営業原価）
	８７，１０７円

	
	車両に係る減価償却費
	５，０７０円

	
	車両に係る租税公課
	８４５円

	
	計（信書便事業営業原価月額）
	▲３２０，２２６円

	合　　　　　　計
	２，６４７，２７４円


営業原価月額＝２，６４７，２７４円／月
２　販売費及び一般管理費月額
　　販売費及び一般管理費は、平成△９年度の販売費及び一般管理費月額から信書便事業に計上する販売費及び一般管理費月額を控除した額に貨物運送事業収入と倉庫事業収入の合計額に対する貨物運送事業収入の割合６９．３％を乗じて算出しました。
貨物運送事業収入比率＝26,000,000円÷（26,000,000円＋11,500,000円）

　　　　　　　　　　　＝69.3％
	科　目
	金額（月額）

	販売費及び一般管理費
	１，６５４，３００円

	信書便事業
	事務部門人件費
	１１３，６５５円

	
	経費（販売費及び一般管理費）
	６６，２４０円

	
	車両以外の減価償却費
	６，９００円

	
	車両以外の租税公課
	３，４５０円

	
	計（信書便事業販管費月額）
	▲１９０，２４５円

	合　　　　　　計
	１，４６４，０５５円


　
販売費及び一般管理費月額＝１，４６４，０５５円／月×６９．３％
＝１，０１４，５９０円／月
３　貨物運送事業支出の算出

　　前記１及び２で算出した営業原価月額と販売費及び一般管理費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。

　　（２，６４７，２７４円／月＋１，０１４，５９０円／月）×６ヶ月

　　　＝２１，９７１，１８４円
倉庫事業支出＝１０，８５７千円
平成△９年度の営業原価（倉庫事業）及び販売費及び一般管理費の６ヶ月分の合計額から信書便事業支出（登録免許税を除く。）並びに貨物運送事業支出の６ヶ月分の合計額を控除して算出しました。
	科　目
	金額（６ヶ月分）

	営業原価（倉庫事業）
	８，１６０，０００円

	販売費及び一般管理費
	９，９２５，８００円

	信書便事業支出（販管費分）注１
	▲１，１４１，４７０円

	貨物運送事業支出（販管費分）注２
	▲６，０８７，５４０円

	合　　　　　　計
	１０，８５６，７９０円


　　注１：貨物運送事業支出の２の表で算出した信書便事業販管費月額190,245円に６ヶ月を乗じて算出。
　　注２：貨物運送事業支出の２で算出した販管費月額1,014,590円に６ヶ月を乗じて算出。
支払利息＝１００千円
平成△９年度の支払利息と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。

２００，０００円／月÷１２ヶ月×６ヶ月＝１００，０００円
その他支出＝２００千円
平成△９年度の営業外費用（売上割引、雑費）と同額を見込み、その６ヶ月分を計上しました。
４００，０００円／月÷１２ヶ月×６ヶ月＝２００，０００円
法人税及び住民税（法人事業税を含む。）＝２，５５９千円
　初年度の収入見込額から初年度の支出見込額を控除した税引き前利益を所得金額とみなして、その額に実効税率２９．９７％を乗じて算出しました。

	科　目
	金　　額

	収入合計
	４２，４８３千円

	信書便事業支出
	▲３，０９３千円

	貨物運送事業支出
	▲２１，９７１千円

	倉庫事業支出
	▲１０，８５７千円

	支払利息
	▲１００千円

	その他支出
	▲２００千円

	税引き前利益
	６，２６２千円


法人税及び住民税＝６，２６２千円×２９．９７％＝１，８７７千円

事業収支見積書(翌事業年度)
	項　　目
	平成×１年４月1日
～平成×２年３月３１日
	備　　考

	収
入
	信書便事業収入
貨物自動車運送事業収入
倉庫事業収入
その他収入
合　　計
	９，７０６千円
５２，０００千円
２３，０００千円

２６０千円

８４，９６６千円
	各項目の算出根拠は別紙のとおり


	支
出
	信書便事業支出
　人件費
　経費

　業務委託費

　減価償却費

　その他
　租税公課
貨物自動車運送事業支出
倉庫事業支出
支払利息
その他支出
法人税及び住民税　　　　　　　　　
　合　　計
	６，１１８千円　　　　　　　
４，０９０千円　　
１，８４０千円

０千円

１４４千円
０千円

４４千円
４３，９５０千円
２１，７１４千円
２００千円

４００千円
３，７７１千円
７６，１５３千円
	

	差　引　利　益
	８，８１３千円　　
	


別紙

収支算出根拠（翌事業年度）

　　　　　　収　入

信書便事業収入＝９，７０６千円
初年度に見込んだ信書便事業収入月額８０８，８００円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上しました。
　８０８，８００円／月×１２ヶ月＝９，７０５，６００円
貨物自動車運送事業収入＝５２，０００千円
　平成△９年度と同額と見込み、５２，０００，０００円を計上しました。
倉庫事業収入＝２３，０００千円
　平成△９年度と同額と見込み、２３，０００，０００円を計上しました。
その他収入＝２６０千円
平成△９年度の営業外収益（受取利息、受取配当金）と同額と見込み、　　　　　２６０，０００円を計上しました。
　　　　　　信書便事業支出

信書便事業支出（人件費）＝４，０９０千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（人件費）月額３４０，８５９円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上しました。
　３４０，８５９円／月×１２ヶ月＝４，０９０，３０８円
信書便事業支出（経費）＝１，８４０千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（経費）月額１５３，３４７円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上しました。

　１５３，３４７円／月×１２ヶ月＝１，８４０，１６４円
信書便事業支出（減価償却費）＝１４４千円
減価償却費は、車両に係る減価償却費と車両以外の減価償却費の別に減価償却費月額を算出して、その１２ヶ月分を計上しました。

１　車両に係る減価償却費月額
　信書便事業で使用する車両３台の減価償却費月額に信書便物取扱比率を乗じて算出しました。

	償却資産
	取得価格
	償却期間
	減価償却額

（月額）

	車両（償却済み）
	７２０，０００円
	４
	０円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	車両（未償却）
	７２０，０００円
	４
	１５，０００円

	合　　　　　　計
	
	３０，０００円


　車両に係る減価償却費月額

＝３０，０００円／月×１６．９％＝５，０７０円／月
２　車両以外の減価償却費月額
　　販売費及び一般管理費で計上した減価償却費月額６０，０００円と同額を見込み、その額に信書便事業収入比率１１．５％を乗じて算出しました。

６０，０００円／月×１１．５％
＝６，９００円／月
３　信書便事業に係る減価償却費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の減価償却費月額の合計額に１２ヶ月を乗じて算出しました。

　　（５，０７０円／月＋６，９００円／月）×１２ヶ月

　　　＝１４３，６４０円
信書便事業支出（租税公課）＝４４千円
１　車両に係る租税公課月額
　信書便事業で使用する車両の租税公課月額１，４０１円に信書便物取扱比率（個別）１６．９％を乗じて算出しました。

	税金の種類
	税額（月額）①
	台数②
	①×②

	自動車取得税
	０円
	０
	０円

	自動車重量税
	２１７円
	３
	６５１円

	自動車税
	２５０円
	３
	７５０円

	合　　　　　　計
	
	１，４０１円


　

車両に係る租税公課月額

＝１，４０１円／月×１６．９％＝２３７円／月
２　車両以外の租税公課月額

　　販売費及び一般管理費で計上した租税公課月額と同額（３０，０００円）を見込み、その額に信書便事業収入比率１１．５％を乗じて算出しました。

３０，０００円／月×１１．５％
＝３，４５０円／月
３　信書便事業に係る租税公課の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る車両及び車両以外の租税公課月額の合計額に１２ヶ月を乗じて算出しました。

　　租税公課＝（２３７円／月＋３，４５０円／月）×１２ヶ月

＝４４，２４４円
　　　　　　貨物運送事業支出等
貨物運送事業支出＝４３，９５０千円
貨物運送事業支出は、営業原価月額及び販売費及び一般管理費月額の別に算出して、その１２ヶ月分を計上しました。

１　営業原価月額

　　営業原価（貨物自動車運送事業分）は貨物運送事業及び信書便事業に係る経費であるため、平成△９年度の営業原価月額から信書便事業で見込んだ営業原価月額を控除して算出しました。

	科　目
	金額（月額）

	営業原価
	２，９６７，５００円

	信書便事業
	作業部門人件費
	▲２２７，２０４円

	
	経費（営業原価）
	▲８７，１０７円

	
	車両に係る減価償却費
	▲５，０７０円

	
	車両に係る租税公課
	▲２３７円

	
	計(信書便事業営業原価月額)
	▲３１９，６１８円

	合　　　　　　計
	２，６４７，８８２円


営業原価月額＝２，６４７，８８２円／月
２　販売費及び一般管理費月額

　　初年度に見込んだ販売費及び一般管理費と同額１，０１４，５９０円を見込みました。

　１，０１４，５９０円／月
３　貨物運送事業支出の算出

　　前記１及び２で算出した営業原価と販売費及び一般管理費の合計額に１２ヶ月を乗じて算出しました。

　　（２，６４７，８８２円／月＋１，０１４，５９０円／月）×１２ヶ月

　　　＝４３，９４９，６６４円
倉庫事業支出＝２１，７１４千円
平成△９年度の営業原価及び販売費及び一般管理費の１２ヶ月分の合計額から信書便事業支出（登録免許税を除く。）並びに貨物運送事業支出の１２ヶ月分の合計額を控除して算出しました。

	科　目
	金額（１２ヶ月分）

	営業原価(倉庫事業)
	１６，３２０，０００円

	販売費及び一般管理費
	１９，８５１，６００円

	信書便事業支出（販管費分）注１
	▲２，２８２，９４０円

	貨物運送事業支出（販管費分）注２
	▲１２，１７５，０８０円

	合　　　　　　計
	２１，７１３，５８０円


　　注１：信書便事業販管費月額は、初年度と同額190,245円／月を見込み、その額に12ヶ月を乗じて算出。

　　注２：貨物自動車運送事業販管費月額は初年度と同額1,014,590円／月に12ヶ月を乗じて算出。

支払利息＝２００千円
平成△９年度の支払利息と同額を見込み、２００，０００円を計上しました。

その他支出＝４００千円
平成△９年度の営業外費用（売上割引、雑費）と同額を見込み、４００，０００円を計上しました。

法人税及び住民税（法人事業税を含む。）＝５，１４３千円
　当年度の収入見込額から当年度の支出見込額を控除した額を税引き前利益と見込み、その額に実効税率２９．９７％を乗じて算出しました。

	科　目
	金　　額

	収入合計
	８４，９６６千円

	信書便事業支出
	▲６，１１８千円

	貨物運送事業支出
	▲４３，９５０千円

	倉庫事業支出
	▲２１，７１４千円

	支払利息
	▲２００千円

	その他支出
	▲４００千円

	税引き前利益
	１２，５８４千円


法人税及び住民税＝１２，５８４千円×２９．９７％＝３，７７１千円
記載例





記載例









